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令和６年度 老人保健健康増進等事業 

「地域共生社会の実現に向けた養護老人ホーム及び軽費老人ホームの取組のあり方について」 
 

 

支えあう地域づくり 取組報告会 -地域福祉のフロントランナーを目指して- 開催要綱 

 

１．趣旨 

わが国では、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を目指す「地域共生社会」の実現

を図っているところです。複雑かつ多様な福祉的支援を求める声が強まる中、養護老人ホーム、軽費老人ホーム・

ケアハウスは、地域において低所得高齢者の住まいの確保、生活支援という重要な役割を担っている一方で、そ

の被措置者数や利用者数は横ばいの状況が続いています。 

その要因の一つとして、他の施設・サービスとの役割の区別化・明確化を含めた、施設の認知度に一定の課題

があることが確認されています。このことから、養護老人ホーム、軽費老人ホーム・ケアハウスにおいては、多様化

する地域課題への積極的な取組、地域共生社会の実現に向けた取組などを通じ、社会的認知の向上も必要とされ

ています。 

本取組報告会は、協力施設による地域共生社会の実現に向けた取組を振り返る機会とするとともに、全国の養

護老人ホーム、軽費老人ホーム・ケアハウスによる取組促進や横展開へとつなげることを目的として開催します。 

 

２．開催概要 

開催期間 2025 年 2 月 21 日（金） 13:00～15:30 

対象地域 全国の都道府県を対象 

開催方法 オンライン開催（Zoom） 

対象者 

【対象者】 

• 全国の養護老人ホーム、軽費老人ホーム・ケアハウスの経営者及び職員 

• 自治体（福祉部署、地域づくり・まちづくり関係部署の方） 

• 関係団体（社会福祉法人、社会福祉協議会、地域包括支援センターの職員、

NPO 法人等の地域づくり関係者）  

• その他、養護老人ホーム、軽費老人ホーム・ケアハウスにおける地域共生社会

の実現に向けた取組に興味のある方 等 

 

（特に参加をおすすめしたい方） 

養護老人ホーム、軽費老人ホーム・ケアハウスにおいて 

• これから地域共生社会の実現に向けた取組をはじめようと考えている方 

• 既に地域共生社会の実現に向けた取組を行っているものの、うまく進んでいな

い方や、さらに取組を推進したい方 

受講事業所の 

到達目標 

（施設）  

 地域共生社会の実現に向けた取組の意義や養護老人ホーム、軽費老人ホ

ーム・ケアハウスが果たす役割を理解できること  

 地域共生社会の実現に向けた取組に関心を持ち、取組を開始する動機を

持つことができること  

 （自治体）   

 地域共生社会の実現に向けた養護老人ホーム、軽費老人ホーム・ケアハ

ウスの役割や可能性を理解できるとともに、地域資源の活用を検討するき

っかけができること  
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受講事業所の 

到達目標 

 （関係団体等）  

 地域共生社会の実現に向けた取組の意義や養護老人ホーム、軽費老人ホ

ーム・ケアハウスが果たす役割を理解できること  

 養護老人ホーム、軽費老人ホーム・ケアハウスの地域共生社会の実現に

向けた取組の後押しを行うヒントを得ること  

定員 制限なし ／ 100 名以上を想定 

費用 無料 

申込方法 

申込期限 

「３．開催日時・申込」をご覧ください。 

※ 期日までにお申込みができない場合は、事務局までご相談ください。 

当日 

参加方法 

• 【Zoom】での開催を予定しています。 

• 申込者には、後日、参加申込みフォームにご記入のメールアドレス宛に、招待

URL をお送りします。 

• URL は開催時刻の 30 分前よりご入室可能です。 

• インターネットに接続可能な PC、タブレットでご参加ください。 

FAQ 

＜資料・開催案内＞ 

• Ｑ 取組報告会の開催案内はいつ頃届くのでしょうか 

Ａ 開催２日前までに事前にメールによるご案内をお送りいたします。届いてい

ない場合は、大変恐れ入りますが、メールよりお問い合わせください。 

 

• Ｑ 取組報告会の資料を受講前にもらうことはできますか 

Ａ 開催２日前までに開催案内と併せて資料をお送りいたします。 

 

• Ｑ 取組報告会の動画を共有してもらえますか 

Ａ 開催後に、動画配信を予定しております。個人情報保護のため、一部の動

画は非公開とする場合がございますのでご了承ください。 

 

＜申込＞ 

• Ｑ 申込をしたいが、申込フォームへアクセスできません 

Ａ お使いのシステムのアクセス制限により、インターネット回線が利用で

きない可能性がございます。個人のインターネット回線等を利用してお申

込みください。 

お問合せ窓口 

（事務局） 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 ライフバリュークリエイション ユニット 

担当：小野、北野、池永 

 

E-mail：yougokeihi2023@nttdata-strategy.com 

（所属先、お名前、連絡先、ご要件をご記載ください） 
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３．開催日時・申込 

・【Zoom】によるオンラインにて、開催します。 

 

申込方法 

以下の「参加申込みフォーム」よりお申込みください。 

 

「参加お申し込みフォーム」 

・URL：https://forms.gle/PpPJdgCDUezreuFD6   

・二次元バーコード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 参加申込みフォームの送信ができない場合は、2 ペー

ジにある【お問合せ窓口】までご連絡ください。 

※Web 申込フォームへのアクセスが難しい場合は、URL

を Web ブラウザのアドレスバーにコピー＆ペーストを行

うことでアクセスできる可能性がございます。または二

次元バーコードを読み取りください。 

 

４．プログラム 

時間 内容 

13：00-13：05 5 分 開会の挨拶  

13：05-13：10 5 分 事業概要説明 

13：10-13：25 15 分 
「地域共生社会の実現に向けた取組の目指すもの」 

講演者：北本 佳子 氏 （昭和女子大学） 

13：25-14：50 85 分 

協力施設取組報告 

 ・概要説明 

 ・各施設からの取組説明（10 分×８施設） 

 ※取組のきっかけ、手順・ポイント（失敗・工夫・気づき）など 

   詳細は 4 ページ目の ＜協力施設・取組内容＞を参照 

14：50-15：25 35 分 

意見交換会 

（ファシリテーター） 北本 佳子 氏 

（パネリスト） 取組報告を行った 8 施設、厚生労働省 

15：25-15：30 5 分 閉会の挨拶 

 

開催日時 申込期限 

2025 年 2 月 21 日（金） 13:00-15:30 2025 年 2 月 17 日（月） 17:00 
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＜講演者・ファシリテーター＞ 

北本 佳子 氏 

 

〇プロフィール 

 昭和女子大学人間社会学部福祉社会学科生活機構研究科福祉社会研究専攻教授。精神保健福祉士、社

会福祉士。様々な生活問題に対する多様な援助活動であるソーシャルワークの視点から、実践と理論に関

する研究 、人材育成や組織経営に関する研究に従事する。 

 「地域共生社会の実現に向けた養護老人ホーム及び軽費老人ホームの取組のあり方について」 検討委員

会委員長） 

 

 日本ソーシャルワーカー協会 会員 

 日本社会福祉士会 会員 

 日本ソーシャルワーカー協会 調査研究委員 

 NPO 法人 千葉県地域福祉研究会 常任理事 

 目黒区地域福祉審議会 審議会委員（学識経験者） 

 世田谷区地域保健福祉審議会 高齢者福祉・介護保険部会 部会委員（学識経験者） 

 目黒区障害者自立支援協議会 委員(副会長) 

 世田谷区住宅委員会 委員 

 目黒区障害者差別解消支援地域協議会 委員(副会長) 

 言語聴覚士試験委員会 委員 

 世田谷区生活環境保全審査会 委員 

 全国老人福祉施設協議会 理事 など他多数 

 

 

＜協力施設・取組概要＞ 

No 種別 施設 地域 取組概要 

1 
養護老人 
ホーム 

社会福祉法人カトリック聖ヨゼフホーム 

聖ヨゼフホーム 
奈良県 居住支援法人・自立準備ホームの実施 

2 
養護老人 
ホーム 

社会福祉法人大川医仁会  

養護老人ホーム明光園 
福岡県 

地域の学校との交流事業の実施 

（不登校児の継続的な支援） 

3 
養護・軽費
老人ホーム 

社会福祉法人浴風会 東京都 地域に向けたアウトリーチの実施 

4 
養護老人 
ホーム 

社会福祉法人徳風会 

養護老人ホームかるな和順 
北海道 

町営住宅を利用した多様な方への入口・出口支

援 

5 
軽費老人 
ホーム 

社会福祉法人あさがお福祉会 徳島県 居住支援法人の実施に向けた立ち上げ準備 

6 
軽費老人 
ホーム 

社会福祉法人呉ハレルヤ会 

ケアハウス呉ベタニアホーム 
広島県 地域交流カフェの実施 

7 
軽費老人 
ホーム 

社会福祉法人エマオ会 

ケアハウス・エマオ 
長野県 身元引受人に関する事業 

8 
軽費老人 
ホーム 

社会福祉法人宏友会 

ケアハウス藤花 
北海道 

法人各事業所を通じた、地域共生に向けた活動

の展開 

※プログラム・発表内容の一部は変更する場合がございます。ご承知おきください。 

 


